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平成１６年 ３月期   個別財務諸表の概要        平成１６年５月２０日 

上 場 会 社 名        大豊建設株式会社                        上場取引所   東 
コ ー ド 番 号         1822                                       本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.daiho.co.jp                 ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 内田 興太郎 
問合せ先責任者 役職名 管理本部 総務部長 氏名 石亀 昭夫 ＴＥＬ ( 03 )3297－7000 
決算取締役会開催日平成 16 年 5 月 20 日        中間配当制度の有無            無 
定時株主総会開催日平成 16 年 6 月 29 日        単元株制度採用の有無  有(１単元 1000 株) 
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円       ％ 百万円     ％ 百万円      ％
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

 129,458        △4.4
135,415          2.7

1,518       △21.7
1,937       △29.1

1,186        △23.8
1,556        △42.5

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株 式調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

569      ― 
△626      ― 

8.86 
△9.35 

―  
―  

2.2  
△2.5  

1.0  
1.3  

0.9 
1.1 

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期 64,337,342 株       15 年 3 月期 66,962,953  株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

6.00 
6.00 

―
―

6.00 
6.00 

382 
390 

67.7  
―  

1.4 
1.6 

 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

124,576    
121,691    

26,811    
24,847    

21.5  
20.4  

420.76   
381.97   

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期 63,723,363 株 15 年 3 月期   65,050,733 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期  3,446,780 株 15 年 3 月期  2,119,410 株 
 
２．17 年 3月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

41,500   
120,000   

△1,000  
1,920  

△730  
670  

― 
― 

― 
6.00 

―
6.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  10 円 51 銭 
 
(注記)金額の表示は百万円未満切捨てで表示しております。 
※ 上記の業績予想は、現状の経済情勢に基づき予測したものであり、実際の業績は、今後の経済情勢、
市場の動向により変動する可能性があります。 
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 個 別 財 務 諸 表 等  
（１）貸借対照表 

                                                                      （単位：百万円） 
第５４期 

（平成15年3月31日現在）
第５５期 

（平成16年3月31日現在） 
           期 別 

 
科 目 

金 額    構成比 金 額   構成比 

増減金額 

（資 産 の 部        ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産             

現 金 預 金 12,048 18,840  6,791 

受 取 手 形 9,829 10,938  1,108 

完 成 工 事 未 収 入 金 35,349 32,689  △2,660 

有 価 証 券 1,102 365  △736 

未 成 工 事 支 出 金 29,975 28,103  △1,872 

不 動 産 事 業 支 出 金 2,080 －  △2,080 

材 料 貯 蔵 品 104 58  △45 

短 期 貸 付 金 3,367 3,211  △156 

立  替  金 4,081 1,983  △2,097 

繰 延 税 金 資 産 455 673  217 

そ の 他 流 動 資 産 985 1,330  344 

貸 倒 引 当 金 △254 △311  △57 

流 動 資 産 合 計 99,126 81.5 97,883 78.6 △1,243 

Ⅱ 固 定 資 産             

1 有 形 固 定 資 産               

建 物 4,294 4,191  △102 

構 築 物 190 181  △9 

機 械 装 置 9,905 9,240  △664 

船 舶 583 583  － 

車 両 運 搬 具 418 454  35 

工 具 器 具 ・ 備 品 2,088 1,784  △303 

土 地 5,694 5,869  175 

減 価 償 却 累 計 額 △13,569 △12,954  614 

有形固定資産計 9,605 7.9 9,351 7.5 △254 

2 無 形 固 定 資 産               

借 地 権 23 23  － 

ソ フ ト ウ ェ ア 27 18  △8 

その他無形固定資産 51 51  － 

無形固定資産計 101 0.1 92 0.1 △8 

3 投 資 そ の 他 の 資 産     

投 資 有 価 証 券 4,819 8,641  3,822 

関 係 会 社 株 式 118 2,108  1,990 

長 期 貸 付 金 150 177  27 

関係会社長期貸付金 1,536 1,571  35 

長 期 前 払 費 用 7 3  △3 

繰 延 税 金 資 産 4,733 3,427  △1,306 

そ の 他 2,098 2,400  301 

貸 倒 引 当 金 △607 △1,082  △475 

投資その他の資産計 12,857 10.5 17,249 13.8 4,391 

固 定 資 産 合 計   22,564 18.5 26,693 21.4 4,128 

資 産 合 計         121,691 100.0 124,576 100.0 2,884 
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（単位：百万円） 
第５４期 

（平成15年3月31日現在）
第５５期 

（平成16年3月31日現在） 
期 別 

 

 科 目 金 額     構成比 金 額     構成比 

増減金額 

(負 債 の 部        ) ％ ％ 
Ⅰ 流 動 負 債              

支 払 手 形 13,054 12,838  △216 

工 事 未 払 金 20,150 22,713  2,563 

短 期 借 入 金 20,500 21,400  900 

未 払 金 535 325  △210 

未 払 費 用 54 47  △6 

未 払 法 人 税 等 186 1,239  1,052 

未 成 工 事 受 入 金 22,534 20,203  △2,330 

預 り 金 5,651 6,110  458 

完成工事補償引当金 109 108  △1 

賞 与 引 当 金 331 282  △48 

流 動 負 債 合 計 83,108 68.3 85,270 68.5 2,161 
Ⅱ 固 定 負 債             

長 期 借 入 金 70 30  △40 

退 職 給 付 引 当 金 13,069 11,858  △1,210 

役員退職慰労引当金 319 319  △0 

そ の 他 固 定 負 債 276 286  9 

固 定 負 債 合 計 13,735 11.3 12,494 10.0 △1,241 

負 債 合 計         96,844 79.6 97,764 78.5 920 

     
（資 本 の 部        ）     

Ⅰ 資 本 金         5,100 4.2 5,100 4.1 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金             

資 本 準 備 金 3,610 3,610  － 

資 本 剰 余 金 合 計 3,610 3.0 3,610 2.9 － 
Ⅲ 利 益 剰 余 金             

1 利 益 準 備 金            1,105 1,105  － 

2 任 意 積 立 金                

固定資産圧縮積立金 199 195  △3 

別 途 積 立 金 15,520 14,565  △955 

3 当 期未処分 利益又 は            

 当期未処理損失(△ )            
△563 574  1,137 

利 益 剰 余 金 合 計 16,261 13.3 16,441 13.2 179 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 167 0.1 2,200 1.7 2,033 

Ⅴ 自 己 株 式         △292 △0.2 △541 △0.4 △248 

資 本 合 計         24,847 20.4 26,811 21.5 1,964 

負債・資本合計         121,691 100.0 124,576 100.0 2,884 
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（２）損益計算書 
（単位：百万円） 

第５４期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

第５５期 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

期 別 
 

科 目 
 金  額 百分比  金  額 百分比 

 増減金額

Ⅰ 売  上  高       ％  ％  
完 成 工 事 高 135,415 100.0 129,458 100.0 △5,956

Ⅱ 売 上 原 価      
完 成 工 事 原 価 126,945  93.8 121,763  94.1 △5,181

売 上 総 利 益     
完 成 工 事 総 利 益 8,469   6.2 7,694  5.9 △775

Ⅲ 販売費及び一般管理費     
役 員 報 酬 301  286  △15
従 業 員 給 料 手 当 2,795  2,555  △239
賞 与 引 当 金 繰 入 額 97  81  △16
退 職 給 付 費 用 480  505  24
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 49  19  △29
法 定 福 利 費 393  369  △23
福 利 厚 生 費 71  76  4
修 繕 維 持 費 39  31  △7
事 務 用 品 費 88  83  △4
通 信 交 通 費 470  433  △36
動 力 用 水 光 熱 費 41  27  △13
調 査 研 究 費 103  50  △52
広 告 宣 伝 費 26  26  0
営 業 債 権 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  －   53  53
交 際 費 374  358  △15
寄 付 金 8  18  10
地 代 家 賃 555  539  △16
減 価 償 却 費 80  74  △6
租 税 公 課 111  111  △0
保 険 料 67  68  0
雑 費 375  406  31
 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 計 6,531   4.8 6,176   4.7 △355

営 業 利 益 1,937   1.4 1,518   1.2 △419

Ⅳ 営 業 外 収 益     
受 取 利 息 215  105  △110
有 価 証 券 利 息 111  62  △48
受 取 配 当 金 45  42  △3
保 険 金 収 入 63  －  △63
雑 収 入 61  104  43
 営 業 外 収 益 計 496   0.4 315   0.2 △181

Ⅴ 営 業 外 費 用     
支 払 利 息 250  216  △34
為 替 差 損 286  322  35
貸 付 金 等 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 133  －  △133
雑 支 出 207  108  △98

 営 業 外 費 用 計 878   0.7 647   0.5 △230

経 常 利 益 1,556   1.1 1,186   0.9 △370

Ⅵ 特 別 利 益      
厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 －  1,822  1,822

有 価 証 券 売 却 益  －  722  722
固 定 資 産 売 却 益 －  11  11
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 10    －    △10

 特 別 利 益 計 10   0.0 2,556   2.0 2,546

Ⅴ 特 別 損 失     

特 定 工 事 損 失 －  1,455  1,455
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  515  515
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,669  7  △1,661
固 定 資 産 売 却 除 却 損 7  －  △7
そ の 他 －  30  30
 特 別 損 失 計 1,677   1.2 2,009   1.6 332

税引前当期純利益又は当期純損失(△)  △110 △0.1 1,733   1.3 1,843
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 402   0.3 1,435   1.1 1,033
法 人 税 等 調 整 額 113   0.1 △271 △0.2 △385

当期純利益又は当期純損失 (△ ) △626 △0.5 569   0.4 1,195
前 期 繰 越 利 益 62  4  △58

当期未処分利益又は当期未処理損失(△)  △563  574  1,137
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（３）利益処分（案） 
                                                                (単位:百万円) 

期 別  
 

科 目 
第５４期    第５５期（案） 

Ⅰ 当期未処分利益又は当期未処理損失(△)                △563 574 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額              

固定資産圧縮積立金取崩額 8 8 

別 途 積 立 金 取 崩 額 955 － 

計 399 582 

Ⅲ 利 益 処 分 額                

株 主 配 当 金 390 382 

                                (1 株につき 6 円) (1 株につき 6 円) 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 4 － 

計 395 382 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益            4 200 

（注）１．固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づく取崩額である。 
２．株主配当金は、自己株式 3,446,780 株を除いて計算している。 

３．固定資産圧縮積立金は、外形標準課税導入に伴う法定実効税率変更による調整額である。 
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（４）重要な会計方針 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

未成工事支出金 個別法による原価法 

材料貯蔵品 個別法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法 

ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法に

よっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。 

(2) 無形固定資産 

   定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定

額法によっている。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(2) 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去の補償工事の実績を基礎に将来の補償工事

の見込額を加味して計上している。 

(3) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備えるため、賞与支給見込額のうち当期負担分を計上している。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定

額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 

 

４．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は工事完成基準によっているが、工期 12 ヶ月超、かつ請負金額 15 億円以上の

工事については工事進行基準によっている。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は 47,113 百万円である。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

（表示方法の変更） 
損益計算書関係 

保険金収入については、前期においては区分掲記していたが営業外収益の総額の100分の10以下と

なったため、当期よりその他に含めて表示している。なお、当期のその他に含まれている保険金収

入は10百万円である。 

 

（追加情報） 
当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年1月26日付けで厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けた。これに伴い当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47-2項に定める経過措置を適用し、当該認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなし、その差額

1,822百万円を「厚生年金基金代行返上益」として特別利益に計上している。なお、当事業年度末に

おける返還相当額は、6,968百万円である。 

 

（注記事項） 
１．貸借対照表に関する事項                  第５４期          第５５期 

(1)関係会社に対する債権等      短期貸付金         3,039百万円          3,102百万円 

(2)担保に供している資産       投資有価証券          536               360 

(3)保証債務額                          1,388             1,451 

(4)発行済株式数等 

会社が発行する株式の総数  普通株式       160,000千株          160,000千株 

発行済株式の総数      普通株式            67,170               67,170 

会社が保有する自己株式の数 普通株式           2,119                3,446 

(5)時価を付したために生じた純資産額            167百万円        2,200百万円 

 
２．損益計算書に関する事項                  第５４期           第５５期 

(1)一般管理費に含まれる研究開発費                       121百万円            119百万円 

(2)関係会社に係る営業外収益        受取利息               95                81 

(3)固定資産売却益の内訳 

     機械装置・工具器具・備品売却益                -百万円        5百万円 

      土地・建物売却益                        -                 1 

         その他                            -                    4 

       計                         -                   11 

(4)特定工事損失 

海外の工事進行基準適用工事の遅延等により発生した損失額 1,261百万円及び工事打切りによ

る損失額 194百万円である。 

(5)固定資産売却除却損の内訳 

     工具器具・備品除却損                     6百万円        -百万円 

      建物除却損                           0                 - 

         その他                            1                    - 

       計                         7                    - 
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３．リース取引関係 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額    
               （単位：百万円） 

 第５４期 第５５期 

            
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累計額相当額

期末残高 

相 当 額 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

車両運搬具 13 9 3 10 8 1

工具器具・備品 114 55 58 73 41 32

合 計 127 65 62 83 50 33

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み法により算定している。 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

   第５４期  第５５期 

１ 年 内 24百万円 15百万円

１ 年 超 38 17 

合 計 62 33 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

   第５４期  第５５期 

支払リース料 30百万円 31百万円

減価償却費相当額 30 31 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 
 

４．有価証券関係 
前事業年度（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日）及び当事業年度（自平成15年4月1日 至平

成16年3月31日）における子会社株式で時価のあるものはない。 
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５．税効果会計関係 
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 第５４期  第５５期 

退職給付引当金損金算入限度超過額 4,645百万円  4,415百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 234  427 

賞与引当金損金算入限度超過額 136  132 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 128  128 

未払事業税否認 16  106 

その他 318  531 

繰延税金資産 合計 5,479  5,741 

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △115  △1,479 

固定資産圧縮積立金 △131  △126 

その他 △43  △35 

繰延税金負債 合計 △290  △1,641 

繰延税金資産の純額 5,189  4,100 
 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 第５４期  第５５期 

法定実効税率 当期純損失を計上してい   41.7％ 

（調 整） るため記載を省略した。   

交際費等永久に損金に算入されない項目   14.6 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △0.5 

住民税均等割等   8.7 

その他   2.6 

税効果会計適用後の法人税等負担率   67.1 
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 部門別完成工事高  
(単位:百万円) 

第５４期 第５５期 
項    目 

金  額 構成比 金  額 構成比 
増減金額 前期比 

  ％      ％       ％

土   木 84,473 62.4 68,755 53.1 △15,718 △18.6

建   築 50,941 37.6 60,703 46.9 9,761 19.2

官 公 庁 68,623 50.7 54,382 42.0 △14,241 △20.8

民    間 66,791 49.3 75,076 58.0 8,284 12.4

合    計 135,415 100.0 129,458 100.0 △5,956 △4.4

                                                                                                

 

 受 注 状 況  
(単位:百万円) 

第５４期 第５５期 
項    目 

金  額 構成比 金  額 構成比 
増減金額 前期比 

 (受 注 高    )        ％      ％       ％

土  木 65,877 52.8 61,290 53.7 △4,586 △7.0

建  築 58,820 47.2 52,774 46.3 △6,045 △10.3

官 公 庁 67,559 54.2 57,459 50.4 △10,099 △14.9

民  間 57,138 45.8 56,605 49.6 △532 △0.9

合    計 124,697 100.0 114,065 100.0 △10,632 △8.5

(受注残高)     

土   木 116,927 61.1 109,463 62.2 △7,464 △6.4

建    築 74,430 38.9 66,501 37.8 △7,928 △10.7

合    計 191,357 100.0 175,964 100.0 △15,393 △8.0
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役員の異動 
 
平成1６年6月29日付            
 
１．代表取締役の異動について 
     （予定役付）    （氏名）      （現役職） 
    取締役副会長     泉  信雄 （代表取締役副社長土木本部長） 
 
２．役付取締役の変更 

（予定役付）    （氏名）      （現役職） 
    取締役副社長     西本 捷三 （専務取締役大阪支店長） 
    取締役副社長     岡村 康秀 （専務取締役建築本部長） 
    専務取締役      水島 久尾 （取締役東京支店長） 
    専務取締役      須賀  武 （常務取締役技術本部長） 
    常務取締役      加島  豊 （取締役技術本部副本部長） 
    常務取締役      川田 省二 （取締役九州支店長） 
 
３．新任取締役候補 

（予定役付）    （氏名）      （現役職） 
    常務取締役      白井 顕一 （顧問） 

取 締 役      仲里  勝 （管理本部経理部長） 
取 締 役      谷津 健郎 （東北支店長） 

 
４．退任予定取締役 

（現役職）     （氏名）       
  代表取締役副社長   井坂 孝一 （当社顧問就任予定） 
   常務取締役      西本 成世 
    常務取締役      森 由紀夫 （当社顧問就任予定） 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 


